
●議案第 48号　 白馬村特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を
定める条例の制定について

【加藤亮輔議員】
　この条例は、民間参入により利潤を追求する独立採算
制の事業体になる。効率的な園経営が求められ、職員の
パート化、非正規化など、労働条件の低下が進み保育の
質の低下を招く。保育士資格者以外でも保育できる基準
など。村が保育実施責任を果たし、保護者負担を軽減し、
保育職員の待遇改善することが本当の少子化対策になる。

【太田修議員】
　子ども・子育て支援新制度では、幼児期の学校教育・
保育の総合的な提供や待機児童対策の推進、地域の子
ども・子育て支援の充実を図ることを目的として、市
町村に権限が委譲され、条例の整備は不可欠。すみや
かに条例を整備し、地域の状況とニーズに即した子ども・
子育てに関する充実した制度をつくることが望まれる。
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